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議題：山口県地域防災計画の修正 
（１）災害対策基本法の一部改正を踏まえた修正   

 災害対策基本法の一部改正（令和３年５月２０日施行）を踏まえ、所要の修

正を行う。 

１ 経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
２ 防災計画の修正内容 

(1) 新たな避難情報等の反映 

   〇 避難を促すターゲットを明確にするため、警戒レベル３の名称を「高齢者等避難」 
に見直し 

〇 避難のタイミングを明確にするため、警戒レベル４の避難勧告と避難指示(緊急)を 
「避難指示」に一本化 

   〇 警戒レベル５として、緊急に安全を確保するための措置「緊急安全確保」を追加 
   〇 住民に求める避難行動として、屋内で安全を確保できる場合、必ずしも立退き避難 

を求めないことが可能 

（本編及び震災対策編の各所） 

(2) 個別避難計画の作成の追記 

〇 避難行動要支援者ごとの避難支援等を実施するための計画（個別避難計画）の作成 
努力に係る規定を追記 

（本編及び震災対策編第２編第９章、第１２章「要配慮者対策」） 

 

(1) 避難勧告、避難指示(緊急)の意味の違いが分かりにくく、本来避難すべきタイミング 

で避難せずに被災する人が多い。 

⇒  避難勧告・指示両方の意味を正しく理解していたのは２割未満（住民アンケート） 

⇒ 警戒レベル４に避難勧告・指示の両方が位置付けられ住民にわかりにくい（市町村 

アンケート） 

(2) 近年頻発する豪雨災害における高齢者等への被害の集中。 

⇒ 令和元年台風第１９号：６５歳以上の死者数の割合 約６５％(55人/84人) 

 ⇒ 令和２年７月豪雨：６５歳以上の死者数の割合 約７９％(63人/80人) 

 

(1) 避難勧告・指示を一本化し、従来の勧告の段階から 避難指示を行うこととし、避難 

情報のあり方を包括的に見直し。 

(2) 避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、個別避難計画について、市 

町村に作成を努力義務化。 
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災害対策基本法の一部を改正する法律の概要 

１ 新たな避難情報について 

〇 避難のタイミングを明確にするため、警戒レベル４の避難勧告と避難指示(緊急)を「避 
難指示」に一本化 

〇 自宅や近隣の建物で緊急的に安全確保するよう促す情報を、警戒レベル５「緊急安全確 
保」として位置づけ 

〇 避難を促すターゲットを明確にするため、警戒レベル３の名称を「高齢者等避難」に見 
直し 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 警戒レベル５は必ず発令されるものではない 

※２ 警戒レベル３は、高齢者等以外の人も必要に応じ、自主的に避難するタイミングである 

（注）避難指示は、改正前の避難勧告のタイミング 

 
２ 個別避難計画について 

○ 個別避難計画は、避難行動要支援者(高齢者、障害者等)ごとに、避難支援を行う者や避 
難先等の情報を記載した計画 

〇 避難行動要支援者の円滑かつ迅速な避難を図る観点から、個別避難計画について、市町 
村に作成を努力義務化 

 
【計画の記載項目 】 

・避難行動要支援者の情報（氏名、住所又は居所、電話番号等連絡先、支援が必要な理由等） 

・避難支援等実施者の氏名又は団体の名称、電話番号等の連絡先 

・避難施設その他の避難場所、避難経路等に関する事項 

警戒レベル一覧表 

行動を促す情報 

【新たな避難情報等】 
【これまでの避難情報等】 
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【報告】 
土壌雨量指数の１㎞メッシュ化に伴う土砂災害警戒情報の発表基準 
の見直しについて 

 
県では、大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、土砂災害の危険

がさらに高まったときに、市町長が避難指示等を発令する際の判断や自主

避難の参考となるよう、平成１９年６月より下関地方気象台と共同で「土砂

災害警戒情報」を発表している。 
 

【要旨】 

国（気象庁）が実施する「土壌雨量指数の１㎞メッシュ化」に伴い、土壌 
雨量指数がこれまでの５㎞メッシュの基準より小さく算出されることから、 
適切なリードタイムを確保するため、土砂災害警戒情報発表基準線（ＣＬ） 
の見直しを図る。（６月３日より運用開始予定）） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

新旧ＣＬ図（イメージ） 

現行ＣＬ 

新ＣＬ 
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（参考：国が行う 1㎞メッシュ化資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（国土交通省、気象庁 平成31年4月15日付け事務連絡）
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【報告】 
国土強靭化地域計画の進捗状況等について 

国土強靭化について、県・市町・関係機関等が連携・協力し、一体となっ

て取り組んだ結果、概ね重要業績評価指標の向上が図られている。 

全指標の目標達成に向けて、今後ともハード・ソフト両面から取組を実施

する。 

１ 取組状況（別添資料１参照） 
令和２年度から令和６年度までの５年間の計画期間の初年度となる令和２年度にお 

いて、５７の指標のうち８の指標が目標値を達成 

【重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況】 
説明 ＫＰＩ 

目標を達成  ８ 
計画時から指標値が上昇 ３５ 
計画時から指標値が横ばい １４ 

合 計 ５７ 

２ 令和３年度の主な取組 

分野 

№ 
施策分野 

令和３年度当初予算 

事業（主なもの） 
予算額 

(百万円) 

１ 行政機能／警察・消
防／防災教育等 

・消防防災ヘリコプター運営事業 
・交通事故防止施設総合整備事業 

２８１ 

２ 住宅・都市／環境 ・子育て支援特別対策事業 
・大気汚染常時監視事業 

４２３ 

３ 保健医療・福祉 ・障害者福祉施設整備費補助事業 ３６３ 

４ 産業・エネルギー ・平瀬発電所建設事業 
・ぶちエコやまぐちＣＯ２削減加速化事業 

８３８ 

５ 情報・通信  ― ― 

６ 交通・物流 ・公共事業（道路・港湾） ２３,４２８ 

７ 農林水産 ・県営老朽ため池整備事業 
・経営体育成基盤整備事業 

６,７１２ 

８ 国土保全・土地利用 ・公共事業（河川・海岸・総合開発・砂防） 
・治山事業 

１７,７０６ 

９ リスクコミュニケー
ション ・災害時避難行動等促進事業 １１ 

１０ 人材育成 ・建設産業活性化推進事業 ７ 

１１ 官民連携 ・地域共生社会推進事業 ２ 

１２ 老朽化対策 ・老朽化対策 
※他分野で実施する事業と重複 

― 

合 計 ４９,７７１ 
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【報告】 
各種訓練の実施について 

１ 総合防災訓練（５月２３日（日）） 

（１）目的 

・出水期を見据えた、災害時における対応の手順等の確認・習熟 
・自主防災組織を中心とした住民主体の訓練による自助・共助の推進 
・防災関係機関の連携強化 
・防災意識の高揚に向けた普及啓発 

（２）訓練内容 

     図上訓練（災害対策本部設置・運営訓練）、実動訓練（陸上・海上での救助・救出訓練）、 
ＷＥＢ防災訓練（関係機関の防災に関する取組を紹介） 

（３）会場 

    宇部市（宇部港芝中西埠頭、宇部市役所、宇部総合庁舎）、美祢市（別府公民館、 
美祢市役所）、山陽小野田市（小野田消防署、山陽小野田市役所）、山口県庁 

※ 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、訓練内容を一部変更して実施しました。 

２ 原子力防災訓練（開催時期調整中） 

（１）目的 

    伊方発電所の原子力災害時における国、地方公共団体、原子力事業者等関係機関相

互の協力体制の強化 

（２）訓練内容 

   緊急時通信連絡訓練、住民情報伝達・避難訓練、オフサイトセンター運営訓練等 

（３）会場 

    山口県庁、上関町 

３ 救援物資配送訓練（開催時期調整中） 

（１）目的 

   物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、物資の要請から避難所への配送まで

一連の実動訓練を民間事業者等と連携して実施 

（２）訓練内容 

各種協定を活用した物資調達・配送、物資システムを利用した要請状況把握や物資

管理等 

（３）会場 

   調整中 


